
Ⅱ 予算に関する情報  

 

○ 令和５年度当初予算（自動車事故対策勘定） 

 

・歳入歳出予算の概要 

（単位：百万円） 

歳 入 歳 出 

賦 課 金 収 入 8,516 被害者保護増進等事業費 9,706 

積 立 金 よ り 受 入 5,283 
独立行政法人自動車事故 

対 策 機 構 運 営 費 
9,397 

一 般 会 計 よ り 受 入 5,950 
独立行政法人自動車事故 

対 策 機 構 施 設 整 備 費 
616 

償 還 金 収 入 402 自動車損害賠償保障事業費 1,331 

雑 収 入 1,249 
業務取扱費自動車検査登録

勘 定 へ 繰 入 
1,143 

前 年 度 剰 余 金 受 入 61,574 再 保 険 及 保 険 費 148 

  予 備 費 60 

合 計 82,977 合 計 22,404 

※百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。 

 

・一般会計からの繰入金の額及び当該繰入れの理由 

 （一般会計からの繰入金の額） ・・・・・・・・・・・・・・・・5,950百万円 

（繰入れの理由）  

        平成６年度及び平成７年度に自動車損害賠償責任再保険特別会計（現・自動車 

安全特別会計）から一般会計に繰り入れられた繰入金の一部繰戻し。 

 



○ 令和５年度当初予算（自動車検査登録勘定） 

 

・歳入歳出予算の概要 

（単位：百万円） 

歳 入 歳 出 

検 査 登 録 印 紙 収 入 23,094 
独立行政法人自動車技術 

総 合 機 構 運 営 費 
2,109 

検 査 登 録 手 数 料 収 入 14,267 
独立行政法人自動車技術 

総 合 機 構 施 設 整 備 費 
1,195 

一 般 会 計 よ り 受 入 261 業 務 取 扱 費 36,264 

他 勘 定 よ り 受 入 1,143 施 設 整 備 費 1,553 

雑 収 入     126 予 備 費 150 

前 年 度 剰 余 金 受 入 6,887   

合 計 45,781 合 計 41,272 

 ※百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。 

 

・一般会計からの繰入金の額及び当該繰入れの理由 

 （一般会計からの繰入金の額） ・・・・・・・・・・・・・・・・261百万円 

（繰入れの理由）  

自動車重量税の納付の確認及び税額の認定の事務に要する経費の財源に充てる 

ため。



○ 令和５年度当初予算（空港整備勘定） 

 

・歳入歳出予算の概要 

（単位：百万円） 

歳 入 歳 出 

空 港 使 用 料 収 入 163,801 空 港 等 維 持 運 営 費 146,948 

一 般 会 計 よ り 受 入 27,348 空 港 整 備 事 業 費 129,744 

地方公共団体工事費負担金

収 入 
8,325 北海道空港整備事業費 10,497 

借 入 金 118,500 離 島 空 港 整 備 事 業 費 1,617 

償 還 金 収 入 9,095 沖 縄 空 港 整 備 事 業 費 11,434 

受 託 工 事 納 付 金 収 入 192 航 空 路 整 備 事 業 費 27,342 

空 港 等 財 産 処 分 収 入 59 空港整備事業資金貸付金 9,250 

雑 収 入 53,201 
成田国際空港整備事業 

資 金 貸 付 金 
12,000 

前 年 度 剰 余 金 受 入 12,246 
北 海 道 空 港 整 備 事 業 

資 金 貸 付 金 
6,039 

  
地 域 公 共 交 通 維 持 

・ 活 性 化 推 進 費 
1,506 

  空港等整備事業工事諸費 1,693 

  受 託 工 事 費 192 

  空港等災害復旧事業費 288 

  国債整理基金特別会計へ 

繰 入 
33,884 

  予 備 費 330 

合 計 392,769 合 計 392,769 

※百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。 



・一般会計からの繰入金の額及び当該繰入れの理由 

 （一般会計からの繰入金の額） ・・・・・・・・・・・・・・・27,348百万円 

（繰入れの理由）・・・空港整備事業に要する経費の財源に充てるため。 

・借入金等（借入金並びに公債及び証券の発行収入金）の額及び借入金等を必要とする

理由 

 （借入金の額） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・118,500百万円 

 （公債発行収入金の額）  ・・・・・・・・・・・・・・・・－ 

 （証券発行収入金の額）  ・・・・・・・・・・・・・・・・－ 

 （理由） 

  「特別会計に関する法律」の規定による空港整備事業に係る施設の整備の財源に

充てるため。 

 


